
 

 

平成２５年９月定例記者会見 報道資料 

                    平成２５年９月３０日 

 

観光振興課 奈良町にぎわい室 

電話 ０７４２－２４－８９３６ 

 

 

奈良市ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金交付の実施について 

 

奈良市では、奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助対象事業による景観

保存に加えて、町家の内部改修工事に要する経費の一部を補助するために、「奈良市

ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金交付要綱」に基づく補助金交付を１０

月１５日から実施します。 

 

【要綱概要】 

 

目             的： 町家保存のモデル事業として、奈良町の伝統的な町並みを 

保存し、町家の保全活用を促進するものです。 

 

実   施   期   間： 平成２５年１０月１５日～平成２８年３月３１日（予定） 

 

対   象   区   域： 都市景観形成地区内（別紙資料：区域図） 

 

対  象  建  築 物： 指定建造物若しくは選定建造物又は登録有形文化財 

           （参考） 

 

 

 

 

 

補  助  対  象 者： 対象建築物 の所有者又

は占有者（ただし、市税滞納者は除 

く） 

 

対   象   工   事： 奈良町の伝統的な町家を維持し、継続使用するために必要 

な工事 

 

今  年  度  予 算： ３０００万円 

 

補 助 金 限 度 額： ５００万円／件 

 

補     助      率： 内部改修工事で補助対象部分に要する工事費の２分の１ 

対象建築物 件数 

指定建造物 １９７件 

選定建造物 ４３６件 

登録有形文化

財 

３１件 

合  計 ６６４件 
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奈良市ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金交付要綱 

  

（趣旨）  

第１条 奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助対象事業による景観保存に加えて、な

らまち町家の保存モデル事業として、奈良町の伝統的な町並みを保存し、町家の保全活用を

促進することを目的として、町家の内部改修工事に要する経費について、予算の範囲内で奈

良市ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するも

のとし、その交付については、奈良市補助金等交付規則（昭和５９年奈良市規則第２３号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

（１）都市景観形成地区 なら・まほろば景観まちづくり条例（平成２年奈良市条例第１２号）

第９条第１項の規定により指定された都市景観形成地区をいう。 

（２）指定建造物及び選定建造物 奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助金交付要綱

（平成６年奈良市告示第１００号）第４条第１項第１号に規定する指定建造物及び選定建

造物をいう。 

（３）登録有形文化財 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第５８条に規定する登録

有形文化財 

をいう。 

（対象建築物） 

第３条 対象となる建築物（以下「対象建築物」という。）は、指定建造物若しくは選定建造

物又は登録有形文化財として登録された建造物で都市景観形成地区内に存するものとする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「対象者」という。）は、対象建築物の所有

者又は占有者（所有者の同意を得た者に限る。）とする。ただし、市税を滞納している者は

除く。 

（補助対象工事） 

第５条 補助金の交付の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、奈良町の伝統的な

町家を維持し継続使用するために必要とする別表に掲げる工事とする。ただし、奈良市が実

施する他の支援制度による補助を受けるものは除く。 

２ 対象者は、別に定める要領の規定により事前協議を行うものとする。 

３ 対象工事は、当該年度内に完了するものとし、翌年度への繰越は認めないものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、対象工事に要する経費の額に２分の１を乗じて得た額（１，０００円

未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）とする。 

２ 前項の補助金の最高限度額は、本事業を通して対象建築物１件につき５００万円とする。

ただし、同一敷地内で２以上の対象建築物が存在する場合は合わせて５００万円とする。 

３ 補助金の交付は、対象者ごとに１年度につき１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 



第７条 対象者は、規則第４条第１項に規定する補助金等交付申請書に、次に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

（１）収支予算書及び事業計画書 

（２）工事費見積書 

（３）対象建築物及び対象建築物の存する土地に係る権限を証明する書類（発行日から３箇月

以内のものに限る。） 

（４）占有者及び占有者が対象工事を行う場合の所有者の印鑑証明書（発行日から３箇月以内

のものに限る。） 

（５）対象工事についての所有者の同意書（占有者が対象工事を行う場合に限る。） 

（６）対象建築物に係る付近見取図、配置図、平面図、立面図及び断面図並びに対象工事部分

の展開図、断面図及び断面詳細図並びに対象工事部分の現況写真２枚以上 

（７）建築確認済書（建築確認が必要な場合に限る。） 

（８）納税証明書  

（９）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の実績報告） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者は、対象工事が完了したときは、規則第１４条に規定す

る補助事業等実績報告書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）収支決算書及び事業報告書 

（２）対象工事の請負契約書の写し 

（３）対象工事に要した経費の請求書の写し 

（４）対象工事の着手前、工事中及び完了後の写真 

（５）その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付を受けた後に、対象工事に要した経費の領

収書の写しを提出しなければならない。 

（補助金の返還） 

第９条 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付目的に反

して変更を行う場合は、既に交付を受けた補助金の全部又は一部を市長に返還しなければな

らない。ただし、補助金の交付後１０年を経過したときは、この限りでない。 

 （補助対象事業の公表） 

第１０条 補助事業者は、補助事業の完了後、本要綱の趣旨に基づく事業促進のため、工事の

概要、写真等を、市が市ホームページ、パンフレット等を利用して当該対象工事の概要につ

いて公表することに同意するものとする。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２５年１０月１５日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに交付申請

があった補助金の交付については、同日後もなおその効力を有する。 



別表（第５条関係） 

部   位 補 助 対 象 補 助 対 象 外 

基礎 玉石基礎・布基礎・べた基礎 

・土台・火打ち土台・防蟻処理等 

― 

柱 通し柱・管柱・付け柱・筋かい等 ― 

梁 大梁・小梁・火打ち梁等 ― 

床 １階床組み・２階床組み・仕上げ材・

下地材・床下防湿処理等 

― 

内壁 仕上げ材・下地材・階段等 ― 

天井 仕上げ材・下地材等 ― 

内部建具 襖・障子・引き戸・扉・引違い戸等 ― 

造作 押入れ・床の間等 家具・造付け家具・バリアフリ

ー・カーテン及びレール・下駄

箱等 

断熱 床・壁・天井・小屋裏等 ― 

耐震改修 耐震改修補強等 耐震診断・耐震設計 

建築設備 ユニットバス・浴槽・便器・流し台

等 

システムキッチン・洗面化粧台

等 

 

電気設備 

 

― 

家電製品・空調機器・太陽光発

電・オール電化・床暖房・EV・

防犯機器・換気扇・電気配線・

床下換気設備等 

給排水設備 ― 給湯機器・給排水器具・浄化槽・

保温処理・配管等 

解体 ― 解体撤去工事、処分費 

庭・井戸・ぬれ縁 建物内の通り庭 中庭・井戸・ぬれ縁 
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観光振興課奈良町にぎわい室 
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 ならまち建物内部改修の補助金について 

 

～奈良市ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金とは～ 

奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助対象事業による景観保存（屋

根・外壁）に加えて、ならまち町家の保存モデル事業として、奈良町の伝統的

な町並みを保存し、町家の保全活用を促進することを目的として、町家の内部

改修工事に要する経費について、予算の範囲内で補助金を交付するものです。 

 

 

 

 

次の条件を満たす場合、補助金を受けることが出来ます。 

 ◆対象となる建築物 

・都市景観形成地区内にあること。 

・指定建造物若しくは選定建造物又は登録有形文化財であること。 

・工事を始める前であること。 

既に完成している場合や着工している行為は対象外です。 

◆申請者の条件 

・対象となる建築物の所有者または占有者であること。（奈良市民に限りませ 

ん） 

・補助金の交付を受けようとする人は、市税を滞納していないこと。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※補助対象の条件及び詳細については、要綱または観光振興課奈良町にぎわい室 

にてご確認ください。 

補助対象の条件は？ 

どのような工事が対象となるの？ 

<対象となる工事> 

 ・床、天井の張り替え等 

 ・耐震改修補強等 

 ・ユニットバス、浴槽、便器、流し台等 

<対象外となる工事> 

 ・バリアフリー、オール電化、給湯機器等 

 ・耐震診断、耐震設計 

 ・システムキッチン、洗面化粧台等 

 ・解体撤去工事 

例) 例) 

他 他 
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・平成２５年１０月１５日～平成２８年３月３１日（モデル事業実施期間） 

・補助申請等の手続き及び工事が、その年の４月から翌年の３月までに完了 

するものに限ります。 

・複数年度にわたる工事については、補助対象外となりますのでご注意くだ 

さい。 

 

 

 

補助金は、次のように算定されます。 

・提出された図面、見積書を基に市で、数量の確認を行います。 

・補助対象部分を決定し、補助対象額を算出します。 

・算出された補助対象額に補助率を掛け、補助金の決定とします。 

※実際の工事見積費用がそのまま補助金の対象とはなりません。 

 

 

 

補助率については次のとおりとなります。 

・内部改修工事のうち補助対象部分の工事費に対して 

（補助金限度額：５００万円    補助率：５０％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助金を受けることができる期間は？ 

補助金の額はどうやって決まるの？ 

補助率について 

申請時や完了時に必要な書類 

<申請時> 

・補助金交付申請書 

（奈良市補助金交付規則第 1号様式） 

・同意書  

土地・建物の所有者・補助金の交付を受ける者 

（10年以上建造物の保全に努める旨） 

・納税証明書 

・印鑑証明書（3か月以内に発行されたもの） 

・土地に係る権限を証明する書類（土地・建築物） 

・全体の工事見積、必要図面 

・相手方登録申請書（銀行口座・実印） 

・建築確認済証（必要な場合） 

<完了時> 

・補助金等実績報告書 

（奈良市補助金交付規則第 4号様式） 

・補助金交付請求書 

（奈良市補助金交付規則第 6号様式） 

・請負契約書の写し 

・請求書の写し 

・工事施工中及び竣工写真 

・検査済証等（建築確認を有する行為の場合） 
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 ・補助事業の完了後、工事の概要及び写真等を、市ホームページ、パンフレ

ット等を利用して、市が当該対象工事の概要について公表することに同意

していただきます。 

 

 

 

 

・補助申請者と土地、建物の所有者が異なる場合、所有者の実印が押され 

た「同意書」と「印鑑証明書」の提出が必要です。 

・補助を受けてから１０年間は、内部を変更することはできません。 

・補助を受けられるのは、１年度につき１回限りです。 

・事業促進のため、公表するにあたり「同意書」の提出を求めます。 

・補助金には、予算の限度があります。予算がなくなり次第、終了となり 

ます。 

・補助金の算定については、上記の算定作業が必要となりますので、十分 

に余裕をもって相談してください。（通常、１か月程度） 

・奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助対象事業と併用して利用 

することも可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ】 

観光振興課奈良町にぎわい室（鳴川町３７－４） 

℡：0742-24-8936  FAX：0742-24-8937 

Ｅ－Mail:kankoushinko@city.nara.lg.jp 

 

 

補助対象事業の公表について 

その他の注意点 
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ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金交付フロー（施工着手までの流れ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（  申 請 者  ） （  奈 良 市  ） 

建物内部改修の検討 

相  談 

当該地が、奈良町

都市景観形成地区

内か否かの判断 

地区内 

補助金制度の案内 

・パンフレット等に

よる説明 

地区外 

補助金の利用を検討 

・市税の滞納がないかどう

かを確認 

・指定建造物若しくは選定

建造物又は登録有形文化

財かを確認 

利用しない 利用する 

内部改修範囲の検討 

補助対象部分のデザイン

について指導・助言 

図 面 ・ 見 積 書 
補 助 金 の 概 算 算 定 

補 助 金 の 概 算 額 の 案 内 
交付される概

算額を元に、 

交付を受けて

工事を行うか

どうかを決定 

自 己 資 金 に て 工 事 着 手 

利用しない 

利用する 
（提出を求める書類） 
・補助金交付申請書（奈良市補助金交付規則第 1号様式） 
・同意書  
土地・建物の所有者・補助金の交付を受ける者 
（10年以上建造物の保全に努める旨） 

・納税証明書 
・印鑑証明書（3か月以内に発行されたもの） 
・土地に係る権限を証明する書類（土地・建築物） 
・全体の工事見積、必要図面 
・相手方登録申請書（銀行口座・実印） 
・建築確認済証（必要な場合） 
 

 
必 要 書 類 の 提 出 

補助金等交付決定通知書の交付 

補助金は利用 

できません 



 

内部改修モデル事業補助金交付フロー（施工着手から補助金交付までの流れ） 

（  申 請 者  ） （  奈 良 市  ） 

工 事 施 工 着 手 

補助金等交付決定通知書の交付 

各補助対象となる工事の写真撮影 

竣 工 

事 業 完 了 の 報 告 

（提出を求める書類） 
・補助金等実績報告書 
（奈良市補助金交付規則第 4号様式） 

・補助金交付請求書（奈良市補助金交付規則第 6号様式） 
・請負契約書の写し 
・請求書の写し 
・工事施工中及び竣工写真 
・検査済証等（建築確認を有する行為の場合） 

必 要 書 類 の 提 出 
書 類 審 査 

竣 工 検 査 

補助金等確定通知書の交付 

補 助 金 交 付 施 行 決 裁 

 会 計 課 

補 助 金 の 交 付 



奈良市ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金交付要綱 

  

（趣旨）  

第１条 奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助対象事業による景観保存に加えて、ならまち町家の保存

モデル事業として、奈良町の伝統的な町並みを保存し、町家の保全活用を促進することを目的として、町家の内部

改修工事に要する経費について、予算の範囲内で奈良市ならまち町家建物内部改修モデル事業補助金（以下「補

助金」という。）を交付するものとし、その交付については、奈良市補助金等交付規則（昭和５９年奈良市規則第２３

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）都市景観形成地区 なら・まほろば景観まちづくり条例（平成２年奈良市条例第１２号）第９条第１項の規定により

指定された都市景観形成地区をいう。 

（２）指定建造物及び選定建造物 奈良市都市景観形成地区建造物保存整備費補助金交付要綱（平成６年奈良市

告示第１００号）第４条第１項第１号に規定する指定建造物及び選定建造物をいう。 

（３）登録有形文化財 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第５８条に規定する登録有形文化財 

をいう。 

（対象建築物） 

第３条 対象となる建築物（以下「対象建築物」という。）は、指定建造物若しくは選定建造物又は登録有形文化財とし

て登録された建造物で都市景観形成地区内に存するものとする。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「対象者」という。）は、対象建築物の所有者又は占有者（所有者の同

意を得た者に限る。）とする。ただし、市税を滞納している者は除く。 

（補助対象工事） 

第５条 補助金の交付の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、奈良町の伝統的な町家を維持し継続使用す

るために必要とする別表に掲げる工事とする。ただし、奈良市が実施する他の支援制度による補助を受けるものは

除く。 

２ 対象者は、別に定める要領の規定により事前協議を行うものとする。 

３ 対象工事は、当該年度内に完了するものとし、翌年度への繰越は認めないものとする。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、対象工事に要する経費の額に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。）とする。 

２ 前項の補助金の最高限度額は、本事業を通して対象建築物１件につき５００万円とする。ただし、同一敷地内で２

以上の対象建築物が存在する場合は合わせて５００万円とする。 

３ 補助金の交付は、対象者ごとに１年度につき１回限りとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 対象者は、規則第４条第１項に規定する補助金等交付申請書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

（１）収支予算書及び事業計画書 

（２）工事費見積書 

（３）対象建築物及び対象建築物の存する土地に係る権限を証明する書類（発行日から３箇月以内のものに限る。） 



（４）占有者及び占有者が対象工事を行う場合の所有者の印鑑証明書（発行日から３箇月以内のものに限る。） 

（５）対象工事についての所有者の同意書（占有者が対象工事を行う場合に限る。） 

（６）対象建築物に係る付近見取図、配置図、平面図、立面図及び断面図並びに対象工事部分の展開図、断面図及

び断面詳細図並びに対象工事部分の現況写真２枚以上 

（７）建築確認済書（建築確認が必要な場合に限る。） 

（８）納税証明書  

（９）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の実績報告） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者は、対象工事が完了したときは、規則第１４条に規定する補助事業等実績報

告書に、次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）収支決算書及び事業報告書 

（２）対象工事の請負契約書の写し 

（３）対象工事に要した経費の請求書の写し 

（４）対象工事の着手前、工事中及び完了後の写真 

（５）その他市長が必要と認める書類 

２ 補助金の交付決定を受けた者は、補助金の交付を受けた後に、対象工事に要した経費の領収書の写しを提出し

なければならない。 

（補助金の返還） 

第９条 補助金の交付を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助金の交付目的に反して変更を行う場合は、既

に交付を受けた補助金の全部又は一部を市長に返還しなければならない。ただし、補助金の交付後１０年を経過し

たときは、この限りでない。 

 （補助対象事業の公表） 

第１０条 補助事業者は、補助事業の完了後、本要綱の趣旨に基づく事業促進のため、工事の概要、写真等を、市が

市ホームページ、パンフレット等を利用して当該対象工事の概要について公表することに同意するものとする。 

（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、その都度市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２５年１０月１５日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、平成２８年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日までに交付申請があった補助金の交付につい

ては、同日後もなおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第５条関係） 

部   位 補 助 対 象 補 助 対 象 外 

基礎 玉石基礎・布基礎・べた基礎 

・土台・火打ち土台・防蟻処理等 

― 

柱 通し柱・管柱・付け柱・筋かい等 ― 

梁 大梁・小梁・火打ち梁等 ― 

床 １階床組み・２階床組み・仕上げ材・下地材・

床下防湿処理等 

― 

内壁 仕上げ材・下地材・階段等 ― 

天井 仕上げ材・下地材等 ― 

内部建具 襖・障子・引き戸・扉・引違い戸等 ― 

造作 押入れ・床の間等 家具・造付け家具・バリアフリー・カーテ

ン及びレール・下駄箱等 

断熱 床・壁・天井・小屋裏等 ― 

耐震改修 耐震改修補強等 耐震診断・耐震設計 

建築設備 ユニットバス・浴槽・便器・流し台等 システムキッチン・洗面化粧台等 

 

電気設備 

 

― 

家電製品・空調機器・太陽光発電・オー

ル電化・床暖房・EV・防犯機器・換気

扇・電気配線・床下換気設備等 

給排水設備 ― 給湯機器・給排水器具・浄化槽・保温

処理・配管等 

解体 ― 解体撤去工事、処分費 

庭・井戸・ぬれ縁 建物内の通り庭 中庭・井戸・ぬれ縁 
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